
神奈川県議会　2018年　第３回定例会（後半）報告
　

神
奈
川
県
で
は
「
少
子
化
に
備
え
る

た
め
」
と
し
て
、
定
数
内
教
員
（
条
例

で
定
め
ら
れ
た
教
員
数
）
の
１
割
近
く

を
任
期
６
カ
月
あ
る
い
は
１
年
の
臨
時

的
任
用
教
員
（
非
常
勤
）
と
し
て
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
臨
時
的
任
用
教
員
は
、
正

規
教
員
と
同
様
の
責
任
を
負
わ
さ
れ
な

が
ら
、
自
ら
の
生
活
不
安
や
指
導
の
継

続
性
が
図
れ
な
い
な
ど
の
問
題
を
抱
え

て
い
ま
す
。

　

教
育
現
場
に
不
安
定
雇
用
を
生
み
出

さ
な
い
た
め
に
、
ま
た
、
何
よ
り
も
教

育
内
容
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
、
定
数

内
教
員
は
正
規
教
員
と
す
べ
き
と
求
め

ま
し
た
。

　

教
育
長
は
、「
児
童
数
減
少
に
よ
り

教
員
数
超
過
と
な
れ
ば
、
財
源
確
保
が

困
難
な
た
め
、
全
て
の
教
員
を
正
規
化

す
る
こ
と
は
困
難
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
教
員
数
の
調
節
は
年
度
毎

の
採
用
の
増
減
で
対
応

可
能
で
あ
り
、
先
々
の

少
子
化
を
名
目
と
し
た

採
用
抑
制
は
や
め
る
べ

き
と
迫
り
ま
し
た
。

教
員
は
正
規
雇
用
で
、定
数
の
増
を

君
嶋
ち
か
子
県
議
（
川
崎
市
中
原
区
）
が
一
般
質
問
で
迫
る

一
般
質
問
と
答
弁

憲法９条守り　核も基地もない平和な神奈川を

県
の
独
自
予
算
で 

少
人
数
学
級
の
実
施
を

　

全
国
の
４２
都
道
府
県
で
は
独
自
予
算

を
用
い
て
少
人
数
学
級
を
実
施
し
て
い

ま
す
が
、独
自
措
置
が
な
い
の
は
神
奈
川

県
を
含
む
５
府
県
の
み
と
指
摘
。
少
子

化
を
好
機
と
捉
え
、
少
人
数
学
級
を
実

施
す
る
よ
う
迫
り
ま
し
た
。

　

教
育
長
は
、「
少
子
化

と
少
人
数
学
級
の
意
義
は

別
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
教
員
増
も
不
可
欠

　

ま
た
、
教
員
の
長
時
間
労
働
の
実
態

を
示
し
、
そ
の
解
消
を
求
め
ま
し
た
。

　

教
育
環
境
を
保
障
す
る
に
は
教
員
増

は
不
可
欠
で
あ
り
、
国
に
求
め
る
だ
け

で
は
な
く
、
県
も
教
員
を
増
や
す
た
め

の
独
自
予
算
を
確
保
す
る
よ
う
求
め
ま

し
た
。

　

教
育
長
の
答
弁
は
、

「
国
が
定
数
増
の
責
任
を

負
う
べ
き
。
国
に
働
き
か

け
て
い
く
」
と
の
水
準
に

と
ど
ま
り
ま
し
た
。

　

党
県
議
団
は
１２
月
２１
日
の
採
決
で
５５
議
案
中
２９
議
案
に
反

対
し
ま
し
た
。
そ
の
主
な
理
由
は
次
の
通
り
で
す
。

■
住
民
無
視
の
姿
勢
が
明
ら
か
に

　

平
成
３０
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
案
に
は
「
も
み
じ
坂
景

観
工
事
」
が
含
ま
れ
、
工
事
費
は
２
億
円
強
。
住
民
の
意
見

を
聞
か
ず
要
望
も
な
く
、
人
件
費
や
資
材
費
が
高
騰
し
て
い

る
今
の
時
期
に
行
う
必
然
性
は
、
全
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
地
元
住
民
や
地
元
保
育
園
か
ら
存
続
を
求
め
る
陳

情
（
３６
団
体
２
５
４
９
筆
）
が
出
さ
れ
て
い
る
篠
原
園
地

プ
ー
ル
（
港
北
区
）
は
、
２
億
円
の
改
修
費
を
理
由
に
こ
の

３
月
で
廃
止
。
施
策
の
優
先
順
位
や
税
金
の
使
い
方
と
し
て

問
題
で
す
。
党
県
議
団
は
プ
ー
ル
の
存
続
を
迫
り
ま
し
た
。

■
知
事
・
議
員
等
の
期
末
手
当
の
引
き
上
げ
に
反
対

　

特
別
職
（
知
事
、
副
知
事
、
議
員
等
）
の
期
末
手
当
を
引

き
上
げ
る
条
例
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

　

一
般
職
員
の
期
末
手
当
の
引
き
上
げ
に
は
賛
成
し
ま
し
た

が
、
特
別
職
に
は
そ
も
そ
も
十
分
な
報
酬
や
手
当
が
支
払
わ

れ
て
お
り
、
引
き
上
げ
に
反
対
し
ま
し
た
。

　党県議団（加藤なを子県議・君嶋ちか子県議・大山奈々子県議）
は、１２月１９日に畑野君枝衆議院議員らとともに教育長と懇談しま 
した。
　日本共産党が発表した「教職員を増やし、異常な長時間労働の
是正を―学校をよりよい教育の場に―」のパ
ンフレットを手渡し、共産党の提案を紹介し
ました。
　教育長は、中央教育審議会の答申案が出て
いることから、国の動向を注視すると述べま
したが、「国の変化を待つ間にも教員や子ど
もたちの苦しみは続く。他の都道府県が行っ
ているように県として独自の支援を検討すべ
き」と求めました。

　県の借金には、国の責任で全額返済する臨時財
政対策債があります。
　２０１７年度の国からの返済のための交付額は１０８１
億円ですが、県は１７８億円も過剰に（１２６０億円）返
済し、最近５年間の累計は１０６１億円にも及びます。
　党県議団は、財政不足を理由に県民向け予算を
削減するなら、こうした返済を見直し、県民の願い
に応える施策の財源に活用すべきと要望しました。

［１２月１９日　県教育長と懇談する県議団］
左から　畑野君枝衆議院議員、あさか由香雇用・
子育て相談室長、しいばかずゆき党中央委員、加
藤なを子県議、大山奈々子県議、君嶋ちか子県議

決 

算 

委 

員 

会

木
佐
木
た
だ
ま
さ
県
議
が
反
対
討
論

� 許可制を廃止し、�
� 傍聴は随時可能に
　　　　　　�　委員会傍聴は許可制

でしたが、今後は随時
可能となりました。

定員になるまで�
傍聴受付が可能に

　傍聴受付の締切は委員会開催日の
午前１０時でしたが、定員未満の場合
は、先着順で定員に達するまで受付
が可能となりました。
（１０時時点で超過している場合は抽選）

さらなる改善を
　これらの改善は、党県議団も求め
ていたものです。さらに、傍聴者の
資料の持ち帰り、控室の改善、住
所・氏名の不記載などの改善が求め
られています。

教員の多忙化改善を！＝県教育長と懇談＝

過剰な返済予算を県民施策に

委員会傍聴が自由に！
共産党県議団の努力が実る

羽
田
空
港
の 

新
低
空
飛
行
ル
ー
ト
の
撤
回
を

　

外
国
人
集
客
を
目
的
と
し
た
羽
田
空

港
の
増
便
計
画
で
は
、
離
陸
時
の
京
浜

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
川
崎
上
空
の
低
空
飛
行

案
（
ピ
ー
ク
時
は
１
時
間
２０
便
）
が
出

て
い
ま
す
。

　

航
空
機
事
故
は
離
陸
後
３
分
、
着
陸

前
８
分
に
集
中
し
、
部
品
脱
落
も
国
内

航
空
会
社
だ
け
で
４
５
１
件
（
０９
年
度

か
ら
８
年
間
）
も
発
生
。
事
故
が
起
き

た
ら
大
惨
事
に
な
る
懸
念
が
あ
る
危
険

な
ル
ー
ト
案
の
撤
回
を
求
め
る
よ
う
、

知
事
に
迫
り
ま
し
た
。

　

知
事
の
答
弁
は
、
安
全
対
策
や
情
報

提
供
の
強
化
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
神
奈
川
県
に
は
化
学
物

質
過
敏
症
支
援
策
が
な
い
た
め
、
相
談

窓
口
の
設
置
や
一
時
避
難
所
と
し
て
の

県
営
住
宅
の
利
用
を
求
め
ま
し
た
。
ま

た
、
神
奈
川
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
に
関
し
、
専
門
性
を

持
つ
職
員
の
離
職
が
相
次
ぐ
実
態
を
示

し
、
低
す
ぎ
る
指
定
管
理
料
と
労
働
条

件
の
改
善
を
求
め
ま
し
た
。


